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フン・セン首相による後継者指名
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概　　況
　2021年のカンボジアでは，世襲による権力継承がフン・セン首相によって示さ
れるなど次期指導体制をめぐる準備が急速に進んだ。政府は新型コロナウイルス
感染症の急拡大への対応に翻弄されながらも，フン・セン首相を中心とした人民
党一党支配体制のさらなる安定のため，野党勢力の分断や言論統制を強化した。
　経済面では2020年のマイナス成長から脱し，世界銀行（以下，世銀）と IMF の
推計では2.2％，政府推計では ₃ ％の実質国内総生産（GDP）成長率が達成される
見込みである。長年模索されてきた天然資源開発は金採掘が順調に始動したもの
の石油では失敗した。制度面では投資促進のために新投資法が制定されるととも
に，中国と韓国との二国間自由貿易協定の国内手続きが完了した。
　対外関係では，ワクチン外交や治安・経済協力を通して中国との蜜月が継続し
た一方，中国軍によるカンボジア領内の軍事施設利用疑惑や人権問題により対米
関係は悪化した。また政府は2022年の ASEAN 議長国就任の準備のためミャン
マー問題に着手するとともに，議長国運営上の重要分野を明らかにした。

国 内 政 治

将来の国家指導体制をめぐる準備開始
　2021年は将来の国家指導体制をめぐる準備として，指導者の国籍要件が改正さ
れるとともに世代交代構想も示され，フン・セン首相が後継者を指名した。
　10月，国家指導者 ₄ 役（首相，国民議会議長，上院議会議長，憲法評議会議長）
の二重国籍を禁止する憲法と関連法の改正がなされた。発端は，イギリスの

『ガーディアン』紙でフン・セン首相がキプロスのパスポートを所持していると
いう記事が掲載され，それを国外から政府批判を活発に行うサム・ランシー旧救

2021年のカンボジア

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2022.0_219
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国党前党首が Facebook で拡散し，市民と軍に対してフン・セン体制打倒の声明
を発表したことにある。外務省と司法省はすぐにキプロス政府に確認を求め，政
府は同紙へ誤情報の修正を要求した。これに対し，フン・セン首相は自身への疑
念を払しょくするため，国家指導者の二重国籍を禁止する憲法と関連法の改正を
提案し，政府・軍高官などから相次いで支持が表明された。提案から ₂ 日後に大
臣会議は国家指導者 ₄ 役の二重国籍を禁止とする憲法第19条（新），第82条（新），
第106条（新），第119条（新），第137条（新）と憲法附属法第 ₃ 条，第 ₄ 条の改正案
を承認した。10月25日に国民議会で可決され，上院議会，憲法評議会での審議を
経て，11月 ₃ 日にシハモニ国王が署名し成立した。
　二重国籍禁止を公職者全員ではなく ₄ 役に限定した背景として，内戦の影響に
より二重・多重国籍をもつ政府高官が多く，彼らの反発を防ぐためと考えられる。
また国籍要件の改正には，フランス国籍ももつサム・ランシーの ₄ 役就任を阻む
ためという見方もある。しかし人民党は，「外国からの干渉を避け，国家に忠誠
を示すために必要」と説明した。サム・ランシーは，「首相に就任する場合，カ
ンボジア以外の国籍を放棄する」として同規定の影響を受けないと述べている。
　年末には1985年より36年間の長期にわたり首相を務めているフン・センが自身
の後継者について，明確な構想を示した。12月 ₂ 日，フン・セン首相は，長男で
国軍副総司令官・陸軍司令官のフン・マナエトを，国民議会選挙での当選を条件
に首相後継者として全面的に支持すると初めて表明した一方で，人民党副党首で
首相の党内ライバルと目されてきたソー・ケーン内相が「年齢の問題で将来首相
になることはない」と明言した。フン・センは ₈ 月の段階で自身の任期は定めて
いないと述べていた。しかし後継者表明では，継承の時期を第 ₈ 期国民議会議員
選挙（2028年）後とし，12月末には第 ₇ 期国民議会議員選挙（2023年）後の可能性を
示唆した。後継者発表後，国家指導者の国籍案件同様に人民党高官から仏教指導
者に至るまで首相への支持表明が相次いだ。一方，将来の首相就任の可能性がな
くなったソー・ケーン内相は，他の最高幹部らに遅れて支持を表明した。その際
には「フン・セン首相率いる人民党の決定に従う」との意向も示された。
　人民党は，12月24日に第 ₅ 期中央委員会第43回会議を開催し，満場一致でフ
ン・マナエトを将来の首相候補に承認した。同会議ではティア・バニュ国防相と
マエン・ソムオーン議会対策・査察相が副党首として選出され，副党首は ₄ 人と
なった。人民党は副党首を増やした理由を，膨大な仕事を分散させるためと説明
したが，ソー・ケーン内相の影響力を削ぐ狙いともいえる。このプロセスをみる
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かぎり，フン・セン首相はソー・ケーン内相を警戒しており，同内相が条件とし
て提示した党による後継者指名を早期に進めたかったと考えられる。
　フン・セン首相は後継者指名とともに，政府指導者層の世代交代を目的に全員
が60歳以下の閣僚案を構想していることを12月 ₉ 日に発表した。この時点でフ
ン・センは2028年の首相交代を想定していた。2028年時点で60歳以下の閣僚とな
ると，サーイ・ソムアル環境相など一部の若手閣僚しかおらず，現閣僚の多くが
入れ替え対象となる。フン・センは，12月末には自身が引退した後の首相の年齢
制限に関する法律制定を示唆し，長男の次は孫にその座を担ってもらいたいと世
襲による首相継承の意向も明らかにした。党内ライバルや主要な野党指導者が軒
並み高齢化するなか，年齢制限を導入することで，彼らの首相就任を阻むという
フン・センの意図がうかがえる。

野党勢力の分断と無力化
　2021年も旧救国党関係者の政治活動への復帰が進み，2022年のコミューン評議
会（地方議会）議員選挙に向けた新党設立の動きもあった一方で，野党指導者に対
する締め付けは緩まず，野党の無力化が続いた。
　主要な野党政治家としては，ポル・ハム旧救国党副党首が政治活動への復帰を
認められ，カンボジア改革党（Cambodia Reform Party）へ参加した。同党の政党登
録は提出書類の不備や，登録申請中に草の根レベルで活動を行ったとして内務省
から警告を受けるなど容易には進まなかったが， ₉ 月に登録が完了し，ポル・ハ
ムが党首に就任した。これで旧救国党関係者による政党は ₅ つに増えた。しかし
同時期に旧救国党関係者が申請を行ったカンボジア国民の心党（Cambodia 
National Heart Party）の政党登録は，長期化した。党の資金源をめぐりサム・ラン
シーとの関係を疑われたのである。最終的に同党は，内務省に提出した政党登録
書類での拇印不正を指摘され，登録が拒否された。この決定に対し同党は政党法
第25条（新）に基づき最高裁判所に対し訴訟を起こしたが，最高裁は内務省の決定
を支持する判決を出した。人民党政権は野党勢力を分裂させるために新党設立を
容認する一方，サム・ランシーとの関係が疑われる場合は厳しい対応をとってい
る。同氏と国内野党勢力の分断という意図がうかがえる。
　一方，旧救国党指導者の ₂ 人は身動きが取れない状態が続いた。2020年 ₃ 月以
来，クム・ソカー前党首に対する裁判が新型コロナウイルス感染症の拡大により
休止状態にあった。しかし，2019年11月のサム・ランシー帰国計画に関与した
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129人の旧救国党関係者のうち61人に対する集団裁判が2021年 1 月から開始され
たことに鑑みると，審理休止の長期化は感染症拡大だけで説明がつかない。人民
党政権は結審後にクム・ソカーが恩赦により政治活動へ早期復帰し，今後予定さ
れている選挙で野党勢力を勢いづけるような可能性を排除したいのだろう。恩赦
は首相からの要請を受けて国王が出すものだが，判決が出てしまうと民主的な選
挙の実施という観点から，クム・ソカーへの恩赦を求める国際社会からの声が強
まることが想定される。だが，判決が出ていなければ恩赦はなく，クム・ソカー
の政治活動復帰を阻むことができる。とはいえ一転し，12月に翌 1 月からの審理
再開が発表された。これは感染症との共生を謳う政府にとって，コロナを理由と
した審理延長は難しかったことがうかがえる。公判でクム・ソカーは無実を主張
し，早期に政治活動へ復帰したいと審理の迅速化を求めた。審理が長期化すれば，
人民党の思惑どおり政治活動への早期復帰は難しくなる。サム・ランシーも ₃ 月
に上述の集団裁判で禁錮25年が科され，帰国困難な状況が続いている。
　その両者の関係性も揺れ始めた。在外から政治活動を余儀なくされているサ
ム・ランシーに対し，クム・ソカーは自身の審理再開発表前の11月，自らの名前
を政治利用しないよう求めた。

政府批判に対する取り締まり強化
　政府批判に対する取り締まりは2021年も強化された。 ₆ 月，警察は下水処理問
題などを指摘していた複数の環境活動家を「共謀罪」や「不敬罪」で逮捕した。
彼らの逮捕をめぐっては人権団体や欧米諸国から批判があがった。一方政府は，
人権侵害を理由としてアメリカが途上国向け一般特恵関税（GSP）のカンボジアへ
の再適用見直しを発表（後述）した直後の11月，ベトナム国境をめぐる言動で逮
捕・収監されていた労働組合連合会長ロン・チュンを含む活動家を中心に18人を
釈放した。しかし旧救国党関係者の釈放は ₂ 人に留まった。依然多くの同党関係
者が収監されている。
　近年強化傾向にあったインターネット上の言論統制もさらに進められた。 1 月，
情報省はフェイクニュースの調査・立件に関する省庁間ワーキンググループ

（2018年の共同省令第170号で設立）の監視対象を，新たな政治批判の場となりつ
つある動画投稿サイト Tik Tok や私信に拡大する方針を発表した。 ₆ 月には旧救
国党関係者を父にもつ16歳の少年が Telegram のグループチャット上での発言を
理由に「扇動罪」と「侮辱罪」の容疑で逮捕された。 ₂ 月には政府によるイン
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ターネット上のコンテンツ・通信規制を効率化するナショナルインターネット
ゲートウェイ（National Internet Gateway）導入に関する政令第23号が制定され，
2022年 ₂ 月の導入が予定されるなど，私信においても自己検閲が進むことが懸念
される。

2022年のコミューン評議会議員選挙に向けた動き
　2022年のコミューン評議会議員選挙に先立ち，国家選挙監視委員会（NEC）の指
導部が一部改編されるとともに，選挙関連の治安維持体制の整備が進められた。
NEC 指導部の改編では， ₆ 月に人民党推薦のシック・ブンホック委員長が病気
のため辞任を表明したことを受け，同党所属の国民議会議員プラーチ・チャンが
新委員長に就任した。12月には「選挙のための常設治安司令部」設立に関する政
令第248号が制定された。同組織は国政・地方選挙と関連手続きを安全に実施す
ることを目的としており，警察と国軍から編成される部隊を統轄する。設置期間
は2022年から2024年である。内相を議長，国防相，外相，経済財務相を副議長と
した組織であり，フン・マナエトも国軍副総司令官としてメンバーに入っている。
選挙時の安全確保は重要であるが，このような治安維持組織は活動妨害に晒され
る野党側にとって新たな脅威にもなりうる。
　また，当初 ₅ 月に実施予定で ₆ 月に延期されたコミューン評議会議員選挙のパ
イロット選挙（2022年から導入されるオンラインによる候補者登録や結果発表の
運用試験）は，新型コロナウイルス感染症拡大防止を理由に中止となった。

新型コロナウイルス感染症の急拡大と封じ込め
　2021年は新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が急拡大し，政府はその封じ
込めに追われた。政府によると，隔離期間中に脱走した中国人観光客による国内
₃ 例目のクラスター感染（「 ₂ 月20日クラスター事件」）が発端となり， 1 日の感染
者数が1000人弱となる感染拡大へとつながった。当初は 1 カ月以内に抑え込める
と思われていたが， ₄ 月には首都などをロックダウンするに至った。
　「 ₂ 月20日クラスター事件」を受け，政府は感染症の防疫措置に特化した法整
備を進めた。「COVID-19とその他深刻かつ危険な感染症の蔓延防止に関する措
置法」（ ₃ 月11日成立・発効，以下，「COVID-19法」）が制定され，防疫のための
保健対策・行政措置とともに，違反者に対して最大20年の禁錮刑も含む刑事罰・
行政処分を科すことが規定された。 ₃ 月31日には「COVID-19法」の具体的な行
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政措置を規定した政令第57号が制定され，州規模のロックダウンの場合，発出権
限が当該州当局に認められた。同法は感染状況に応じて地方当局が柔軟に防疫措
置をとれるようにしたものだが，2022年初頭には労働者による屋外デモにも適用
されて逮捕者が出るなど，デモの封じ込めにも利用されている。
　ロックダウン後もデルタ株の流入により感染者数は高止まりしていたが， 1 日
の感染者数が900人前後で推移していた ₉ 月末，政府は全国的なスクリーニング
検査（ ₇ 月導入）を中止し，新型コロナウイルス感染症との共生を謳い社会活動再
開に向けて動き出した。11月からは全国の公立・私立学校が全面的に再開され，
ワクチン接種完了者で入国時の検査で陰性だった入国者への隔離措置も撤廃され
た。保健省の発表によると，12月末時点で ₂ 回以上ワクチンを接種した割合は全
人口の ₈ 割以上に上っており，大半が中国製ワクチンを接種している。

経 済

マイナス成長から脱した経済
　経済は新型コロナウイルス感染症拡大があったものの，2020年のマイナス成長
から脱し，世銀と IMF の推計で GDP 成長率は2.2％とされた。一方，政府の見
通しはこれより高く，2022年予算案に記載された数値は2.4％，2022年 1 月初頭
時点でフン・セン首相は ₃ ％になると述べた。感染症拡大により観光業や小売業
などのサービス業がマイナス成長だったものの，縫製業を中心とした工業が経済
成長を牽引した。為替レートは， ₉ ～10月にかけて国立銀行が最大 ₅ 億ドル規模
で継続的に外国為替市場に介入しリエルの安定化に努めたため， 1 ドル＝4100リ
エル前後で推移した。インフレ率はエネルギー価格の影響を受け変動したものの，
年平均で2.9％に抑えられた。また，2013年以来， ₈ 年ぶりに貧困ラインの改定
がなされた。改定は「社会経済調査2019－2020」に基づいており，新たな定義に
よると人口の約17.8％が貧困者と認定された。
　貿易では縫製業を中心とした製造業の輸出が回復し，農産物の輸出も拡大した。
政府発表では， 1 ～10月までの総輸出額の ₆ 割以上を縫製品輸出が担い，衣料品
が65億3800万ドル（前年比 ₆ ％増），次いで旅行用品が11億7900万ドル（同49％増），
履物が11億1300万ドル（同20％増）であった。カンボジア縫製業協会（GMAC）によ
ると，縫製品輸出はパンデミック前の水準に回復した。外需環境の改善と，クー
デタが発生し政治・経済的に不安定なミャンマーや近隣の衣料品生産国での新型
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コロナウイルス感染症の影響による原料不足から，カンボジアへの注文が増加し
たことが影響しているとみられる。
　縫製品の最大の輸出先であるアメリカへの輸出は，大幅に増加した。鞄製品と
旅行用品を対象とした GSP の認可が前年末に失効し，米議会による再適用の承
認待ちとなっていたにもかかわらず， 1 ～10月の対米輸出額は72億2400万ドル

（前年同期比30.82％増）となった。第 ₂ の輸出先である EU とは 1 ～10月までの
輸出額が26億2000万ドル（同 1 ％増）で，輸出額が急落した前年から変化はなかっ
た。農産物は中国向け輸出が増加傾向にあるとともに，ベトナムへの輸出が急拡
大したことで，総輸出量は798万トン（前年比63.8％増）と大幅に増えた。ただし，
物価の変動やインフレへのリスクヘッジから貯蓄資産としての金の輸入が急増し
たために，世銀の推計で経常赤字が対 GDP 比で26.9％（前年比18.7％増）になる見
込みである。
　一方で経済の要のひとつである観光業は，年間の外国人観光客数が19万6495人

（前年比85％減）と，大幅に落ち込んだ2020年よりもさらに停滞した。11月のワク
チン接種済み入国者への隔離措置撤廃により外国人観光客の増加が期待されるも，
新型コロナウイルス感染症の変異株の影響で見通しは不透明である。

天然資源開発：石油，金
　長年模索されてきた天然資源開発をめぐっては，石油と金で明暗が分かれた。
2020年末にシンガポール系企業クリス・エナジー（Kris Energy）社によってシハ
ヌークヴィル沖アプサラ油田ブロック A で最初の原油採掘が開始されたが，失
敗に終わった。事前の予想では 1 日当たり7500バレルが採掘される予定だったが，
₃ 月末時点で生産量がそれよりも大幅に下回り，連続性がないことがわかった。
同社は ₄ 月中旬に操業継続が厳しいことを明らかにした。 ₈ 月，フン・セン首相
はカンボジアで最初の油田事業の失敗を表明し，採掘した原油29万バレルを積載
した船舶が逃亡していることを発表した。タンカーは ₈ 月下旬にインドネシア海
軍が拿捕したが，返還をめぐり両国間で合意に至っていない。
　一方，金採掘は順調にスタートした。 ₆ 月，オーストラリア系企業ルネッサン
ス・ミネラルズ（Renaissance Minerals）社によってモンドルキリー州で国内初の金
の商業的採掘が開始された。12月末時点で1000キログラム以上の金鉱石が採掘・
精錬され，100万ドルの鉱山使用料が政府に納められた。世界的にみてカンボジ
アの金産出量は決して多くはないが，同社は ₉ 月にトゥボーンクモム州での金採
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掘の権利を獲得したと発表しており，商業的金採掘の拡大が期待される。

投資の促進に向けて
　投資促進のための法整備も進められた。従来の投資法では，申請手続きが煩雑
かつ長期にわたるとともに，投資家の資産保護が明記されていないという課題を
抱えていた。10月に制定された新投資法ではそれらの課題が是正された。政府は，
経済の主軸として期待される分野・業種を認定し，税制優遇の適用範囲およびそ
の選択肢を拡大した。申請手続きに関しては，申請から最終証明書取得までの期
間が10日間短縮されるとともに，オンラインでの登記が可能になり，労働許可証
などの取得が容易になった。投資家や投資資産の保護なども明記された。新投資
法の具体的な運用に関しては，今後の政令で規定される予定である。

後発開発途上国卒業を見据えた二国間・多国間貿易戦略
　今後数年以内に後発開発途上国を卒業する予定のカンボジアは，現在適用され
ている貿易面での優遇措置が受けられなくなることから，各国との FTA 締結を
模索してきた。後発開発途上国卒業に関しては，2021年の国連開発政策委員会の
報告書において第 1 回目の卒業基準を満たしたことが発表され，2024年に再び基
準を満たせば卒業勧告がなされる予定である。そうしたなか，2021年は中国（2020
年10月12日締結）および韓国との間での FTA と地域的な包括的経済連携（RCEP）
協定（2020年11月15日締結）の国内批准手続きが進んだ。
　中国との関係では， ₉ 月，「カンボジア・中国自由貿易協定」が国民議会で批
准され，2022年 1 月から発効される。中国への輸出品の大半は ASEAN・中国
FTA で関税が撤廃されているが，今回の FTA により対中輸出の主要品目である
精米やマンゴーなど農産物の関税が撤廃された。農林水産省によると，2021年の
中国向けの精米輸出は30万9709トンで，初めて30万トンを超えた。11月には精米
輸出の割り当て量40万トンの継続が決定しており，中国への農産物輸出の拡大が
期待される。
　韓国との間では，「カンボジア・韓国自由貿易協定」が10月26日に締結，12月
末に国民議会で批准された。同協定により，カンボジアから韓国への衣料品，履
物，旅行用品，電気機器，ゴムを含む農産品の輸出増加が期待される。
　RCEP 協定は10月に批准および寄託手続きが完了し，2022年 1 月 1 日より発効
する。世銀の試算では，同協定によりカンボジアの輸出は6.5％増加する見込み
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である。12月のロシア代表団来訪時にはロシアおよびユーラシア経済連合との
FTA を政府が提案しており，二国間・多国間 FTA の拡大を模索している。

対 外 関 係

蜜月が続く対中関係
　中国との関係は特にワクチン外交，経済面，治安維持面で強化された。 1 月，
フン・セン首相は中国製ワクチンの受け入れ決定を発表し， ₂ 月から中国製ワク
チンの接種が開始された。2021年末時点で2700万回以上分の中国製ワクチンが届
き，うち ₃ 割は贈与であった。2022年からは，国内でシノファーム（Sinopharm）
社とシノバック（Sinovac）社のワクチン製造が開始される。
　経済面でも引き続き協力が確認された。 ₉ 月の王毅外相来訪時に両国政府は，
₂ 億7000万ドル規模の無償資金供与を含む ₆ つの協力文書に署名した。また，中
国が 1 億6000万ドル（無償資金協力）を支援して建設された，2023年の東南アジア
競技大会用スタジアムの完成式典も行われた。フン・セン首相と王毅外相は，

「運命共同体」構築に向けた準備を進めることを確認するとともに，同外相から
は効果的かつ実用的な南シナ海行動規範（Code of Conduct: COC）を望む意向が示
された。
　治安維持面では中国人が関係する犯罪の摘発が進められるとともに，中国との
越境犯罪撲滅に向けた協力継続が確認された。王毅外相来訪前には，以前より懸
念されていたプレアシハヌーク州の中国人に関連した違法オンライン賭博，恐喝，
身代金目的の誘拐などの治安問題に対処するため，駐在する中国公安部職員と協
力の上でカンボジア警察が特別任務部隊を編成し，大規模に摘発した。 ₉ 月末に
は，2019年締結の「越境犯罪の撲滅に向けた法執行分野での協力協定」の継続が，
ソー・ケーン内相と中国の趙克志公安部長との間で合意された。

アメリカによる軍事的制裁と経済面での牽制
　アメリカとの関係は，中国軍によるプレアシハヌーク州のリアム海軍基地使用
疑惑や人権侵害への懸念により悪化した。アメリカは，ウェンディ・シャーマン
米国務副長官来訪直前の ₅ 月，「カンボジアが伝統的な二国間の軍事協力の一部
を縮小した」として，アメリカ国内の陸軍士官学校で学ぶカンボジア人留学生に
対する奨学金の打ち切りを通告した。これは，カンボジアがアメリカとの合同軍
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事演習を2017年以降延期し続けていることや，中国軍による基地使用疑惑への対
応とみられる。米国務副長官はフン・セン首相との会談でも中国軍の基地使用疑
惑を取り上げ，GSP によってカンボジアが得てきた経済的利益を引き合いに出
しつつ中国寄りの外交姿勢を批判した。会談後に政府は，在カンボジア米国大使
館付武官のリアム海軍基地視察を許可した。視察後に武官が一部施設のみしか視
察できなかったと発表すると，軍は武官の発言が二国間の防衛関係にネガティブ
な影響をもたらそうとしていると批判した。
　国務副長官来訪後もアメリカによる軍事面での制裁と経済面での牽制が続いた。
₉ 月，2017年の救国党解党後のカンボジアの人権状況悪化を受けて，2018年より
毎年アメリカ議会で可決されている「カンボジア民主主義法」の2021年版が可決
された。11月には，リアム海軍基地の改修費用の水増しに関与したとして，グ
ローバル・マグニツキー法に基づき，チャウ・ピルム国防省資材・技術サービス
局長とティア・ヴニュ海軍司令官のアメリカ国内の資産凍結と入国禁止措置が発
表された。同日，米国務省・財務省・商務省はカンボジアで活動するアメリカの
企業に対し，人権侵害に加担するカンボジア企業との関係を見直すよう勧告する
とともに，米通商代表部は GSP を議会が再承認した後にカンボジアに関しては
GSP の資格審査をする予定であると発表した。これは2021年 1 月 1 日以降の
GSP 失効期間中の関税に関しては遡及適用により還付する方針であるが，再承
認後にカンボジアが GSP 対象国であり続けられるか不透明であることを意味す
る。12月には，カンボジア政府による汚職や人権侵害を批判するとともに同国内
における中国軍の影響力低減を狙い，アメリカはカンボジアへの武器禁輸措置を
講じた。この制裁措置が取られる前週，フン・セン首相がリアム海軍基地問題は
終わったとして，基地視察要請を拒否するよう指示したとされており，同措置は，
中国軍をめぐる疑惑問題への調査を一方的に打ち切ったことへのアメリカ側の報
復とも考えられる。フン・セン首相は同措置の影響はないとして，国内のアメリ
カ製武器の廃棄および倉庫格納を命令した。

ASEAN議長国就任に向けた準備
　2022年に ASEAN 議長国に就任するカンボジアは，ミャンマー問題（ ₂ 月の国
軍クーデタを発端とする国内情勢悪化）を中心に準備に着手した。2021年12月，
ミャンマー軍政任命のワナマウンルイン外相来訪時には，二国間関係強化と
ASEAN とのより良い協力と連帯のための方策を協議した。また，ミンアウンフ
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ライン国軍最高司令官からの招待で，翌2022年 1 月にフン・セン首相はミャン
マーを訪問した。首相の訪問をめぐり，ASEAN 人権議員連盟のタイ人理事から
は軍事政権に正統性を与えると批判された。ミャンマー問題への対処はフン・セ
ン首相が ASEAN 議長国として掲げる最優先課題のうちのひとつであるが，あく
まで国内当事者間の和解の問題であり，自国の経験から長期化するとの見解を示
している。首相はミャンマー問題への新たな特使としてプラック・ソコン外相を
指名するとともに，次回の ASEAN 首脳会議へのミャンマーの参加の可能性を示
唆した。
　もうひとつの課題は，2022年に策定期限が迫る COC である。中国と ASEAN
当事国との間で交渉の難航が予想されることから，フン・セン首相は悲観的な見
通しを示しており，2012年の外相会談が共同宣言なしで閉幕したときのように，
合意形成に失敗した場合にその責任をカンボジアに問わないよう牽制している。

2022年の課題
　2022年は，対内的には ₆ 月にコミューン評議会議員選挙があり，対外的には
ASEAN 議長国に就任するため政治的に重要な年となる。2017年の救国党解党後
最初の地方選挙であり，各党の集票状況を把握するという意味で翌年の国民議会
選挙の前哨戦となる。旧救国党勢力がいかに選挙に参加するのかも注目される。
ASEAN 議長国運営は，特にミャンマー問題への対応で難しい対応を迫られるだ
ろう。カンボジアは内政干渉に否定的で軍事政権との対話路線を示しているが，
一部の ASEAN 諸国はそれに批判的である。また，これらの重要な問題に首相後
継者であるフン・マナエトがいかにかかわっていくのかは，今後の継承時期の判
断材料になろう。外国との通謀罪をめぐるクム・ソカーの裁判は 1 月に審理が再
開されるが，長期化が予想され，彼の政治活動への早期復帰は難しいといえる。
　経済面では政府が2021年末に「COVID-19との共生下における経済開発のため
の戦略的枠組みとプログラム：2021～2023年」を打ち出し，高いワクチン接種率
を背景に社会経済活動を制限せずに GDP 成長率5.6％を目指している。しかし，
変異株の登場で新型コロナウイルス感染症の再拡大が危惧されており，楽観視で
きない状況が続くと考えられる。また，最大の輸出相手国であるアメリカとは
GSP 再適用問題をめぐり関係改善が課題である。

（地域研究センター）
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1 月14日 ▼ 2019年11月のサム・ランシー帰国
計画に関与していた旧救国党関係者129人の
うち61人を対象（壊乱罪，共謀罪の容疑）とし
た集団裁判再開。
15日 ▼首相，中国製ワクチンの受け入れ決

定を発表。
26日 ▼ 2019年に実施された人口センサスの

結果発表。
2 月 1 日 ▼中国との合同軍事演習「ゴールデ
ン・ドラゴン」（Golden Dragon）の延期発表。
2 日 ▼韓国との FTA 交渉妥結を宣言。

▼韓国との雇用許可制（EPS）による労働者
派遣継続の覚書締結。
7 日 ▼シノファーム社製ワクチン第 1 弾到

着。
10日 ▼ワクチン接種キャンペーン開始。
16日 ▼ 首相，ナショナルインターネット

ゲートウェイ導入に関する政令第23号に署名。
20日 ▼首相，国内 ₃ 例目のクラスター感染

発生を発表。「 ₂ 月20日クラスター事件」と
して，その後の感染拡大の契機に。
3 月 1 日 ▼プノンペン地裁，2019年11月の帰
国計画に関して壊乱罪でサム・ランシーに禁
錮25年，その他救国党幹部に対し20～22年の
禁錮刑判決。

▼旧救国党議員オウ・チャンラット，カン
ボジア改革党登録申請を内務省へ提出。
3 日 ▼政府，2022年 ₆ 月 ₅ 日にコミューン

評議会議員選挙を実施すると発表。
10日 ▼ラオス，ベトナムとオンライン首脳

会談実施。
11日 ▼新型コロナ感染による初の死者。

▼ COVID-19法制定。
29日 ▼コンポート州にボーコー市誕生。
31日 ▼ 首相，COVID-19措置に関する政令

第57号に署名。

4 月12日 ▼ 首相，ラオスのパンカム・ウィ
パーワン首相とオンライン会談。
14日 ▼政府，15日から ₂ 週間の首都とタク

マウ市のロックダウンを命令。
20日 ▼クリス・エナジー社，アプサラ油田

での採掘継続が不可能という見通し発表。
24日 ▼ 首相，インドネシアで開催された

ASEAN 首脳会議に出席。
5 月 5 日 ▼プノンペン地裁，環境活動家 ₃ 人
に対して扇動罪で禁錮刑および罰金刑判決。
20日 ▼ 旧救国党幹部ポル・ハムとパン・

チャンサックの政治活動復帰を勅令で承認。
27日 ▼アメリカ，国内の陸軍士官学校で学

ぶカンボジア人留学生に対する奨学金打ち切
りを通告。
6 月 1 日 ▼国家選挙監視委員会（NEC）のシッ
ク・ブンホック委員長，病気のため辞任。

▼ウェンディ・シャーマン米国務副長官来
訪。フン・セン首相と会談。
4 日 ▼旧救国党議員シアム・プルック，国

民の心党登録申請を内務省に提出。
9 日 ▼ NEC，新型コロナウイルス感染症

拡大を理由にコミューン評議会議員選挙のパ
イロット選挙の中止を発表。
11日 ▼在プノンペン米国大使館付武官，リ

アム海軍基地を視察。
16日 ▼環境活動家 ₃ 人，不敬罪と共謀罪の

容疑で逮捕。

▼ルネッサンス・ミネラルズ社，モンドル
キリー州オクヴァウ地区で国内初の金の商業
的採掘開始。
23日 ▼ドミニク・ラープ英外務・連邦相，

来訪。
24日 ▼ NEC 委員長として人民党所属国会

議員プラーチ・チャンを承認する勅令発布。
7 月 1 日 ▼首相，新型コロナの迅速抗原検査

重要日誌 カンボジア　2021年
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を全国的に実施するよう指示。
25日 ▼ロシアのプーチン大統領，フン・セ

ン首相に友好勲章授与。
8 月 1 日 ▼ 12～17歳へのワクチン接種開始。

▼首相，カンボジア初の油田事業の失敗と
原油を積載した船舶の逃亡を発表。

▼首相，自身の退任時期を決めていないと
表明。
9 日 ▼内相，タイからの帰国を希望する出

稼ぎ労働者に対して条件付きで入国させるよ
う指示。
11日 ▼国立銀行，電子通貨バコンにマレー

シア資本メイ・バンクの加盟を発表。
16日 ▼カンボジア特別法廷，キュー・サン

パン（第 ₂ － ₂ 事案）に対する控訴審開始（～
19日）。
17日 ▼首相，ミャンマーへの医療支援とし

て20万ドル，ASEAN の対ミャンマー人道支
援として10万ドル拠出を発表。
9 月 6 日 ▼外相，訪韓（～ ₈ 日）。
9 日 ▼ 国会，「地域的な包括的経済連携」

（RCEP）協定承認。
10日 ▼ 首相，第18回中国・ASEAN 博覧会

2021にオンライン出席。
12日 ▼中国の王毅外相，来訪（～13日）。
15日 ▼内務省，カンボジア改革党設立承認。
28日 ▼ 2022年の最低賃金，月額194ドルに

引き上げ決定。内 ₂ ドルは首相による上乗せ。

▼内相，中国の趙克志公安部長と法執行分
野での協力継続を合意。

▼ 米議会，「カンボジア民主主義法2021」
可決。
29日 ▼首相，新型コロナの全国スクリーニ

ング検査中止を命令し検査対象を縮小。
30日 ▼洪水被害拡大。ボンティアイミアン

チェイ州で約 1 万8000世帯が被災。
10月 6 日 ▼首相，自身への二重国籍保持疑惑

を受け国家指導者の二重国籍を禁止とする憲
法改正を要請。
11日 ▼内相，水祭り中止を発表。
15日 ▼外相，ASEAN 緊急外相会合に出席。

▼新投資法施行。

▼ RCEP 協定の国内批准手続き完了。
19日 ▼ 政府，オンライン上で発行される

e-VISA の再開を決定。
23日 ▼パリ和平協定30周年記念式典開催。
25日 ▼国会，国家指導者 ₄ 役の二重国籍を

禁止する憲法改正案・関連法案を承認。
26日 ▼プノンペン地裁，2020年に労働組合

連合会長ロン・チュン釈放を求める抗議活動
で逮捕された14人の若手活動家に対して扇動
罪で禁錮刑判決。

▼首相，ASEAN 首脳会議と関連首脳会議
にオンラインで出席（～28日）。

▼韓国との FTA に署名。
11月 1 日 ▼全国の公立・私立学校，全面再開。
5 日 ▼グオン・ニュル国会第 1 副議長死去。

▼ロン・チュン逮捕に抗議した ₅ 人の活動
家と ₅ 月に判決が出された環境活動家 ₃ 人釈
放。
7 日 ▼マリズ・ペイン豪外相来訪（～ ₈ 日）。
10日 ▼米財務省外国資産管理局，国防省資

材・技術サービス局長チャウ・ピルムと海軍
司令官ティア・ヴニュのアメリカ国内の資産
凍結と入国禁止措置発動。

▼米国務省・財務省・商務省，カンボジア
で活動するアメリカの企業に対して人権侵害
を行う団体との交流を注意するよう勧告。

▼米通商代表部，2020年末より議会の承認
待ちであった途上国向けの一般特恵関税

（GSP）を議会が再承認した後にカンボジアへ
の引き続きの適用を見直すと発表。
12日 ▼ロン・チュンを含む18人の活動家釈

放。
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15日 ▼首相，中国の李克強首相とオンライ
ン会談。

▼ワクチン接種済みの旅行者に対して隔離
なしでの入国を許可。
16日 ▼ 第11回アジア欧州議会パートナー

シップ会合主催（オンライン）。
17日 ▼計画省，「社会経済調査2019－2020」

に基づき貧困ライン改定を発表。
22日 ▼ 首相，ASEAN ＋中国特別首脳会議

に出席。
25日 ▼国会，チアム・ジアプを国会第 1 副

議長に選出。

▼第13回アジア欧州会合主催（オンライン，
～26日）。

▼国会，2022年予算法承認。

▼内務省，拇印資料偽造のため国民の心党
の政党登録申請を却下。国民の心党，内務省
の決定を撤回するよう最高裁に提訴。
28日 ▼フンシンペック党党首のノロドム・

ラナリット，フランスで死去。享年77歳。12
月 ₈ 日に国葬。
29日 ▼ラオスのパンカム首相来訪（～30日）。
30日 ▼インドネシアのルトノ・マルスディ

外相来訪（～12月 1 日）。
12月 1 日 ▼首相，岸田首相とオンライン会談。
2 日 ▼首相，プレアシハヌーク州の国道37

号線開通式・排水処理場落成式において長男
フン・マナエトを首相後継者として全面的に
支持することを発表。
3 日 ▼外相，訪中（～ ₅ 日）。
6 日 ▼ミャンマー軍政任命のワナマウンル

イン外相来訪（～ ₇ 日）。
9 日 ▼米商務省，カンボジアへの武器禁輸

措置発動。
13日 ▼プノンペン地裁，クム・ソカーの裁

判を2022年 1 月19日に再開するとの召喚状発
行。

15日 ▼ニコライ・パトルシェフ安全保障会
議書記らロシア代表団来訪（～16日）。
17日 ▼カンボジア特別法廷最高審裁判部，

国際検事によるミアス・ムット（第 ₃ 事案）の
訴追要請を却下。

▼「選挙のための常設治安司令部」設立に
関する政令第248号制定。
18日 ▼ナーガ・コープ社から大量解雇され

た労働組合員，同社が経営する首都のカジノ
前でデモ実施。
20日 ▼ 首相，「 ₂ 月20日クラスター事件」

によって引き起こされた新型コロナウイルス
感染症蔓延の終息を宣言。
21日 ▼ベトナムのグエン・スアン・フック

国家主席来訪（～22日）。
22日 ▼「COVID-19との共生下における経

済開発のための戦略的枠組みとプログラム：
2021～2023年」発表。
24日 ▼人民党第 ₅ 期中央委員会第43回会議

開催。満場一致でフン・マナエトを将来の首
相候補に選出。ティア・バニュ国防相兼副首
相とマエン・ソムオーン議会対策・査察相兼
副首相を副党首として追加選出。

▼最高裁，内務省による政党登録拒否を不
服とした国民の心党の訴えを却下。
27日 ▼ 12年生修了試験実施（～28日）。
28日 ▼カンボジア特別法廷最高審裁判部，

国際検事によるイム・ティット（第 ₄ － 1 事
案）の訴追要請を却下。
29日 ▼首相，国防省新管理棟落成式におい

て，自身の引退後に首相の年齢制限導入を要
求するとともに，フン・マナエトが早ければ
2023年に首相になる可能性を示唆。

▼国会，韓国との FTA 批准。
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　 1 　国家機構図（2021年12月末現在）
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　 2 　大臣会議名簿（2021年12月末現在）

首相 Hun Sen
副首相
　Sar Kheng, Tea Banh, Hor Namhong, 
　Men Sam An, Bin Chhin, Yim Chhaily, 
　Ke Kim Yan, Prak Sokhonn, 
　Aun Pornmoniroth, Chea Sophara
上級大臣
　Chhay Than, Pol Saroeun, Kun Kim, 
　Meas Sophea, Cham Prasidh, Sun Chanthol, 
　Om Yentieng, Ieng Moly, Var Kimhong, 
　Yim Nol La, Him Chhem, Chin Bunsean, 
　Ho Sithy, Khun Haing, Ly Thuch, 
　Osman Hassan, Ang Vong Vathana, 
　Pich Bunthin， Pa Socheatevong
大臣会議官房大臣 Bin Chhin＊

内務大臣 Sar Kheng＊

国防大臣 Tea Banh＊

外務・国際協力大臣 Prak Sokhonn＊

経済・財務大臣 Aun Pornmoniroth＊

農林水産大臣 Veng Sakhon
農村開発大臣 Ouk Rabun 
商業大臣 Pan Sorasak
工業・科学技術・イノベーション大臣  
 Cham Prasidh＊＊

鉱業・エネルギー大臣 Suy Sem
計画大臣 Chhay Than＊＊

教育・青少年・スポーツ大臣
 Hang Chuon Naron
社会福祉・退役軍人・青少年更生大臣
 Vong Sauth
国土管理・都市計画・建設大臣
 Chea Sophara＊

環境大臣 Say Somal
水資源・気象大臣 Lim Kean Hor
情報大臣 Khieu Kanharith

司法大臣 Koeut Rith
議会対策・査察大臣 Men Sam An＊

郵便・電信大臣 Chea Vandeth
保健大臣 Mam Bunheng
公共事業・運輸大臣 Sun Chanthol＊＊

文化・芸術大臣 Phoeng Sokna
観光大臣 Thong Khon
宗教・祭典大臣 Chhit Sokhon
女性問題大臣 Ing Kantha Phavi
労働・職業訓練大臣 Ith Som Heng
公務員大臣 Prum Sokha
民間航空庁事務局担当大臣 Mao Havanall
首相補佐特命大臣
　Sok Chenda Sophea, Mam Sarin, 
　Sri Thamrong, Chheang Yanara, Yu Sun Long, 
　Som Seoun, Sun Kunthor, Zakariya Adam, 
　Kao Kim Horn, Uch Kim An, Keo Remy, 
　Svay Sitha, Phay Siphan, Keo Rattank, 
　Hun Sitha, Chhim Phal Virun, 
　Noranariddh Anundayat, Hary Samart, 
　Keo Ba Phnom， Tekreth Samrach， 
　Ouch Borith， Vongsey Vissoth， Chhem Rithy

　（注）　＊は副首相，＊＊は上級大臣。

　 3 　立法府

上院議長 Say Chum
国民議会議長 Heng Samrin
　第 1 副議長 Cheam Yeap
　第 ₂ 副議長 Khuon Sodary

　 4 　司法府

最高裁判所長官 Dith Monty
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　 1　基礎統計
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

人 口（100万人） - - - - 15.6 - 16.6 
籾 米 生 産（100万トン） 9.3 10.0 10.5 10.9 10.9 11.1 11.4 
イ ン フ レ 率（％） 1.2 3.0 2.9 2.5 1.9 2.9 2.9 
為替レート（ 1 ドル＝リエル，年平均） 4,068 4,059 4,051 4,051 4,061 4,093 4,099 
（注）　インフレ率は2018年以降，籾米生産の2021年については予測値。為替レートは市場レートの中

間値を参照。
（出所）　人口は計画省統計局，籾米生産は FAO “Country Briefs: Cambodia”（http://www.fao.org/giews/

country-analysis/country-briefs/country.jsp?code=KHM），インフレ率と為替レートは中央銀行 “Monthly 
Average Exchange Rate”（https://www.nbc.org.kh/english/economic_research/monetary_and_financial_
statistics_data.php）。

　 2 　支出別国内総生産（名目価格）� （単位：10億リエル）
2015 2016 2017 2018 2019 20201）

最 終 消 費 支 出 60,355.8 66,073.8 70,530.4 75,209.0 81,713.0 79,301.6 
家 計 消 費 55,042.4 60,417.0 64,427.3 68,744.0 74,810.1 71,929.0 
民間非営利団体消費 1,350.0 1,424.1 1,500.6 1,561.2 1,614.7 1,670.0 
政 府 消 費 3,963.3 4,232.7 4,602.5 4,903.8 5,288.2 5,702.6 

総 資 本 形 成 16,485.6 18,446.6 20,564.0 23,341.4 26,660.2 26,345.4 
総 固 定 資 本 形 成 15,738.1 17,617.5 19,670.8 22,448.3 25,697.2 25,439.8 
在 庫 増 減 747.5 829.2 893.1 893.1 963.0 905.6 

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 45,315.3 49,786.3 54,510.9 61,315.0 67,209.0 64,638.2 
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 48,565.9 53,350.3 57,586.6 63,014.4 68,720.5 66,141.3 
統 計 上 の 不 突 合 -168.1 285.5 1,811.8 2,693.3 3,152.4 -632.4 
国 内 総 生 産（GDP） 73,422.7 81,241.9 89,830.5 99,544.3 110,014.0 103,511.6 
（注）　 1 ）予測値。
（出所）　ADB, Key Indicators 2021（https://www.adb.org/publications/key-indicators-asia-and-pacific-2021）.

　 3 　産業別国内総生産（実質：2000年価格）� （単位：10億リエル）
2015 2016 2017 2018 2019 20201）

農 林 水 産 業 9,119.9 9,240.6 9,401.2 9,517.5 9,453.9 9,490.2 
鉱 業 517.0 614.9 720.5 830.7 1,009.9 1,199.6 
製 造 業 9,875.3 10,571.2 11,252.6 12,287.0 13,102.0 12,739.2 
電 気 ・ ガ ス 等 278.2 302.3 328.4 360.9 386.4 376.7 
建 設 3,117.3 3,796.6 4,479.9 5,252.8 6,237.5 6,126.2 
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 修 繕 3,854.6 4,101.1 4,369.0 4,662.3 4,945.4 4,678.9 
宿 泊 ・ 飲 食 2,203.4 2,260.4 2,393.6 2,532.1 2,603.6 1,765.0 
運 輸 ・ 倉 庫 2,792.1 3,008.5 3,248.7 3,493.2 3,802.5 3,700.2 
金 融 ・ 保 険 976.2 1,053.7 1,134.4 1,219.9 1,316.0 1,300.8 
不 動 産 2,855.2 3,137.4 3,409.2 3,663.8 3,957.7 3,758.8 
行 政 ・ 国 防 470.7 495.7 523.4 554.0 585.0 635.1 
そ の 他 サ ー ビ ス 3,874.4 4,124.9 4,378.9 4,642.3 4,847.2 4,819.4 
基準価格表示の総付加価値 39,934.3 42,707.2 45,639.9 49,016.5 52,246.9 50,590.1 

（控除）帰属計算された銀行手数料 709.5 762.6 828.5 901.3 972.5 949.3 
間 接 税 － 補 助 金 3,784.5 4,088.6 4,451.1 4,841.0 5,303.7 5,160.2 
国 内 総 生 産（GDP） 43,009.3 46,033.2 49,262.5 52,956.2 56,578.1 54,801.0 
（注）　 1 ）予測値。
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 4　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2018 2019 2020

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 858.7 6,139.6 1,012.1 7,585.7 1,089.1 7,098.2
日 本 1,076.3 736.4 1,140.0 887.7 1,062.4 652.0 
香 港 310.1 594.2 240.8 541.9 677.7 446.6
韓 国 200.2 563.9 212.6 673.2 185.3 549.4
台 湾 42.2 641.5 47.8 779.6 56.5 719.0
A S E A N 954.7 7,020.8 1,335.0 7,977.1 3,848.3 7,680.6

タ イ 313.4 3,222.1 507.5 3,234.4 653.5 2,868.0
ベ ト ナ ム 361.8 2,221.0 359.2 2,724.8 387.4 2,656.0
シ ン ガ ポ ー ル 78.2 573.4 272.7 605.9 2,622.6 984.2
マ レ ー シ ア 128.8 357.1 116.0 583.8 99.1 346.1
イ ン ド ネ シ ア 21.5 605.5 22.5 772.5 34.4 665.1
フ ィ リ ピ ン 33.3 32.8 36.9 37.5 34.2 33.1
ラ オ ス 7.4 1.7 2.5 7.6 1.4 103.0
ミ ャ ン マ ー 2.9 7.2 3.4 10.5 3.3 24.9
ブ ル ネ イ 7.4 0.0 14.3 0.0 12.3 0.0

ア メ リ カ 3,044.4 266.3 4,414.3 318.4 5,333.2 252.5
カ ナ ダ 777.9 98.2 839.3 121.7 750.7 55.5
ド イ ツ 1,098.3 108.7 1,081.8 121.2 971.1 107.6
フ ラ ン ス 424.7 73.3 410.4 100.7 357.6 104.4
イ ギ リ ス 1,015.8 60.4 979.9 83.1 830.9 51.5
そ の 他 2,936.1 1,827.3 3,152.3 1,868.2 2,604.3 2,116.0
合 計 12,739.3 18,130.6 14,866.3 21,058.4 17,767.1 19,833.3
（出所）　IMF, Direction of Trade Statistics（https://data.imf.org/?sk=9D6028D4-F14A-464C-A2F2-

59B2CD424B85）.

　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2015 2016 2017 2018 2019 2020

経 常 収 支 -1,598 -1,734 -1,807 -2,896 -4,065 -3,068 
貿 易 収 支 -3,949 -3,846 -4,278 -5,844 -7,255 -3,593 

輸 出 9,336 10,273 11,224 12,963 14,986 17,457 
輸 入 13,285 14,119 15,502 18,806 22,242 21,050 

サ ー ビ ス 収 支 1,712 1,602 1,863 2,395 2,812 -123 
貸 方 3,955 4,033 4,608 5,451 6,086 1,945 
借 方 2,242 2,430 2,745 3,056 3,274 2,068 

第 一 次 所 得 収 支 -998 -1,050 -1,141 -1,328 -1,564 -1,013 
貸 方 354 377 442 580 732 668 
借 方 1,352 1,427 1,582 1,908 2,296 1,682 

第 二 次 所 得 収 支 1,636 1,561 1,748 1,881 1,943 1,662 
貸 方 1,760 1,741 1,894 2,019 2,076 1,755 
借 方 123 180 146 138 133 93 

資 本 移 転 等 収 支 265 283 279 326 355 259 
金 融 収 支 -2,677 -2,618 -3,393 -3,652 -6,370 -3,864 

直 接 投 資（純） -1,735 -2,397 -2,673 -3,089 -3,561 -3,498 
証 券 投 資（純） 15 2 5 42 12 96 
そ の 他 投 資（純） -956 -224 -725 -605 -2,821 -462 

誤 差 脱 漏 -513 -296 -233 363 7 -418 
総 合 収 支 831 873 1,631 1,445 2,668 637 
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。金融収支の符号は（＋）は資本流出，（-）は資本流入を

意味する。
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 6　中央政府財政 （単位：10億リエル）
2015 2016 2017 2018 2019 20201）

歳 入 13,589.2 16,102.4 18,333.0 21,956.9 27,269.7 22,841.3
税 収 10,707.1 12,044.8 14,183.1 16,974.4 21,708.0 18,869.7
贈 与 1,422.8 2,009.0 1,704.6 2,128.1 2,194.1 1,920.4
そ の 他 収 入 1,459.3 2,048.6 2,445.3 2,854.4 3,367.6 2,051.1

支 出 8,838.3 10,538.0 12,626.2 14,453.9 17,356.9 18,635.4
収 支 4,751.0 5,564.4 5,706.8 7,502.9 9,912.9 4,205.8
非金融資産純／総投資 5,387.4 5,879.2 6,442.5 7,130.0 7,516.0 8,375.3
歳 出 14,225.7 16,417.2 19,068.6 21,583.9 24,872.9 27,010.8
純 貸 出 ／ 純 借 入 -636.5 -314.8 -735.6 373.0 2,396.9 -4,169.5
プライマリーバランス -413.6 -23.4 447.3 711.0 2,763.4 -3,788.6
金 融 資 産 純 取 得 1,612.2 1,574.1 1,893.9 2,197.8 4,877.9 -299.6
純 負 債 2,248.6 1,888.9 1,768.3 1,876.8 2,483.9 3,869.9

国 内 110.7 134.4 -588.0 - 0.1 0.0
対 外 2,137.9 1,754.5 2,356.2 1,876.8 2,483.8 3,869.9

（注）　 1 ） 暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。

　 7　中央政府財政支出� （単位：10億リエル）
2015 2016 2017 2018 2019 20201）

支 出 総 額 9,066.8 10,762.6 13,096.5 14,972.5 17,889.5 16,685.1 
一 般 行 政 2,428.1 2,030.2 2,727.5 2,466.9 3,692.4 2,770.2 
国 防 2,160.4 2,656.9 3,154.5 3,678.1 4,003.2 3,978.4 
教 育 1,493.1 1,851.1 2,261.3 2,675.4 2,974.8 2,931.8 
保 健 959.8 1,050.1 1,177.4 1,379.5 1,498.8 1,560.1 
社 会 保 障 ・ 福 祉 599.8 686.9 797.5 901.8 1,024.0 1,174.5 
経 済 サ ー ビ ス 1,096.4 1,251.6 1,470.9 1,552.3 1,734.5 1,358.4 

農 業 149.0 176.2 211.3 232.3 268.0 258.5 
工 業 21.1 28.5 49.1 41.6 48.2 39.8 
交 通 ・ 通 信 375.5 434.4 474.1 465.1 515.2 405.1 
その他経済サービス 550.8 612.6 736.5 813.3 903.1 655.0 

そ の 他 329.3 1,235.7 1,507.5 2,318.6 2,961.8 2,911.6 
（注）　 1 ）暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。


